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平成 21年 10汚 813における、内調総理大誌から税制誤査会に対する

諮問においては、待先得権益を一織し、納税者の読点に立って公平で分か

りやすい仕組みを目指す観点から、租税特別措董をゼロベースから見聴

すための具体的方策を策定するj とされた窃

租税特別措置及び非課税等特期措躍の毘蓋しのための議点整鴫!こ関す

るプロジヱクトチ…ム(以下「猪狩 PT Jという。)は、これを受け、税

制調査会における平成 22年波税制改正の本格的な議論!こ向けて .fll税特

別撞置及び地方税における税負担較滅穣鐙等(以下旬混税特別檎援等j

という。)の克直し並びに透暁化!こ閲する議点整理後行うために設けられ

た。

租特 PTI求、平成 21年 10月g日の第 1閉会合から計 10閉会合を重ね、 
φ 租税特別措賀等の適用実態を明確にし、その効果の検証に役立てる

仕線みの論点整濯、及び

争 組税特別措藤毒事の見直しに鵠する基本的な方針に標する論点整理

について活発に織論を行った。ますこ、有識翁や経済界等からのヒアリン

グも行った。この報告は、こうした議論の成果である。

まず、税制のあり方を続税者の視点から見た場合、これが「公平・透

明偏総得Jの原票IJIこ立脚したものであるべきことは言うまでもない。こ

うした摂点!こ立てば、特定の者の説負制の軽減等を行う租税特別措醍等

は、公平の係員IJの例外捻畿であり、これが正当化されるために培、その

連用実態や効果が透明でわかりやすく莞ることができ、納税者が鱗得で

きるものでなければならない。しかし、これまで、租税特別措髄の適用

契態は必ずしも明らかでなく、その正当性の検証も必ずしも十分でなか

った。このため、租税特別措置の適用実態を顎らかにし、その効果を検

証できる仕組みを構築することが急務となっている。

よ認の観点から、秘特透明化法案{仮称〕の骨子案を別紙 1のとおり

策定した。これを基礎として法律案を早急に検討し、次蟻遜常国会への

提出・成立を悶指す必蓑がある。〈地方税の方針案!こついては到紙 2を参

罷)

次i二、租税特鰐錯置等の整理合理化は、よ認の法案の成立を待たずに

進めるべき嚇燦の諜題である。とりわけ、平成 21年度末までに期限を鑓

える措譲や改正要望のある措置等については、平成 22年度税額改正にお

いて存百を斡断する必繋がある α� 



今後、租税特定IJ借盤等の晃重しを進めるに当たり‘その対象や方針と

するべきもの誌、別紙3及び4のとおりである。

もとより、租税特別措置等は一豆全廃し、ゼロベースからその必築性

を検討するべきものであり、提案した� f租税特別措置の見慈しに関する

基本方針j 等も活用して、租議終覧IJ撒罷等の大組な整理合理化が進めら

れる必要があると考える。

以よ、報告する。

平成21年� 11F!17日

租税特別措置及び非課税等特別措震をの晃直し

のための鵠点整理に関するプロジェクトチーム� 

2… 



冨面到
穏特選明化法案(仮称〉の骨子案� 

1. 目的

租税特別指置に隠し、その適用の実離を透璃化するための瀧用組

明繍警の集計による溜用実態調驚等及びその結巣の霊会への報告等

について定めることにより、租税特別措震の適正な畏麗しを促進し、

もって富良が納得できる公平で透明性の高い税制の確立に寄与する。� 

2. 対象とする租税特別措霊

対象とする� f租税特別措穣j は、租税特別措置法に規定する措

麓・特例等のうち、特定の行政自的の実濃のために設けられたもの

(租税特別措置法の条議号により特定)とする g 

3. 護用実態謀議等の実施

(1)財務大使leI:，適用額務総蓄を集計することにより、適用実態議

査を行うこととする。

この場合に、「溺用鎮明細書j とは、法人税政告書を提出する

法人が、その法人税申告審において適用を焚ける各法入税標係特

別措置の内容、適用額(税額控除額、特別償却損度額、準備金や

積立金の欄等)等必袈な事演を一覧することができるように記載

した参畿をいい、?適用実態議室変j とは、法人税関係特別措置の

灘間の実態を明らかにするため、法人税関係特別措置ごとの適用

法人数、議活様の総額等の適用状況北関する譲査をいう。� 

( 2)上記のほか、財務大院は、穏税特別措量の適用の実態を調翌をす

る必要警があると認めるときは、税務署長に議出会れる議委等を利

用し、主主びiこ行政機関その他の欝係機関!こ対し資料の提出及び説

暁を求めることができる。� 

4. 適用線明細書の提出義務

法人税申告書を撲出する法人であって法人税関係特別措譲(一定

のものを除く� J の適用を受けようとするものは、適用繍腕鰻書を

当該法人税申告書に添付しなければならないこととする。(平成23

年4月1回以後終了する事業年震の納税申告書から適用する。)

なお、運用額明織替の提出及び溝正な記載を摺保するため、その

不操出や虚偽記載については、やむを得ない事情がある場合を除き、



法人税襲係特別錯畿を濃湾しないこととする。 

5. 冨会への報告書事

財務大臣は、毎会計年度、上記 3.の諜査により摺接した秘説特

別措置ごとの遡用数や適用額の総謹[、法人税関係特別措置ごとの、

高額適用法人の名称及びその適用額]その他の講演を記載した適用

実態調査等の結泉!こ関する報告書を作成し、内聞を経て闘会に提出

するとともに、公表しなければならないこととする。

なお、この報告書撃は、盤年度開会の盟会の常会!こ提出することを

常伊!とする。 

6. 透用実態識変等の絡楽iこ額する政策評嫡等

行政機醸の長等i之、政策評価等を行うため、財務大差に対し、適

用実態調査等の情報の擬供を求めることができることとする。 

7. 適用実態調査等の情報の管理・利用制限

財務大臣及び行政機関の長等は、適用実態調資等の情報を適正に

管理することとし、適用実態語査等の情報の倒的外の利用や提供を

してはならないこととする。

また、適用実態摺資等の犠報の取扱いに従事する者又は従事して

いた者に対して、守秘義務を課する。

以上  
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思函詔
程持活明化法案({反称、)に嬰する地方税の方針案� 

1.対象

地方税法に規定する税負蝦の軽減等に係る器量・特例等のうち、特定

の行政毘的の実現のため!こ設けられたもの(以下、� f地方税法欝係特

別措置J~ごいう。}

・法人性民税及び法人事業税(以下、「地方法人二税Jという。}の税負控

の騒減等のうち、法人税の租税特溺捻議等の麗擦の影響を受けるも

の� 

2 逮照実態の密握

地方税法関係特別措置はついては、既存の統計資料(霞定資産の鏑

格等の概要調書など〉を活用することにより、議沼実態を偲濯する。

地方法人ニ税等については、財務大歪はよる法人税の適用実態設資

の結果等に暴づ台、影響額を推計する。� 

3.盟会への報告等

. 総務大臣は、祭会計年度、よ詑� 2.により把謹した漉用実態及び影響

棋の誰計について報告撃を作成し、内閣を経て器会に提出するととも

に、公表することとする。� 

4.財務大差の情報提供等

・総務大鹿i家、上記3.の報告書を作成するために、財務大践に対し、参

考となるべき資料又は情報の提供その他の協力を求めることができる

こととする。

以上� 
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四極三1

租税特別措置の箆叢しに関する3基本方針

1.晃麗しの対象

(1)桟税特別措麓の見直し� fit，穏税特別措護法に規定された撞費や特


伊l等のうち、産業政策等の特定の政機関的により税負担の軽減等を


行う摘爾{以下「政鍛税鎖措譲JというJに該当するもの後対象と


する。
 

(2)政策税制措置に該当するもの(現終点で 241壊活?の全てについ


て、今後4年罷で抜本的に晃Eます。各年の見直しの対象l誌、その年


成宋までに期離が到来する搭鷺に、期曜の定めのない機欝等を随時


加えたものとすることを基本とするα(刻表参摂}
 

2. 晃寵しの方針(川、るいJ)

租税特別措畿の見直しに当たっては、公平・透明・納得の税制の構

築と財源犠保の要請を踏まえつつ、以下の方針!こより行うこととする。

(1)既存の政策税制措置のうち、期醸のま定めのある措鍛については、

その期線鶴来持に廃止する(サンセット)。ただし、別添の� F指針J 

iこ熊らして合理性、有交毒性及び相当性のすべてが穎確に認められる

播畿に醒り、その内容の厳格な絞込みを前撲に、原票せとして� 3年以

下の議譲を付して存続させることを検討する。

なお、発IJ添の「指針Jfこ照らして厳格な毘醸しを行った結築、実

霊的!こ問じ内容の措置を� 20年を担えて存続させることとなる場合

には、原則として、期限のまをめのない措畿とすることを検討する。� 

(2 )既存の政策税制措畿のうち、期織の定めのない措置については、


穣速する措霊を箆躍す場合等の適時に、}，lIJ添の「指針jに関らして、
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その遷用状況や政策評価等を臓まえて存続の必要性を判断し、存続

させる場合は、内容の厳格な箆醸しを行う。

なお、期懇の定めのない措董のうち、もはや適用状況や政策評価

等を踏まえた必要性を判断する必要がなく、かつ、誤税の公平票員IJ

を逸脱するものではないと明確に認められるものについては、本刻

化の瀬否を検言守するα 

(3)政策税制措穫を新設又詰拡充する場合!こ1;:1:，スクラップ剛アンド� E

ピルドを基本とし、その費用対効果の見通しと検設可能性に溜癒し

つつ、別添の� f指針j を踏まえてその緊要性を厳格に判控訴し、原則

として、� 3年以下の期限後付すものとする。

以上
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添)IJ(買

政策税制撤罷の見直しの機針� (r6つのテストJ)

。替景にある政策に今日前な� f会稽性jが翠められるか� 

1 法律に規定されるなど、所管官庁の政策体系の中で懐先度や緊要

性の高いものとして明確に位穣付けられているか。� 

2. 当初の政策悶擦が既に達成されていなし功、� 

O 政策冨詫jこj向けた手段としての� f有識性jが認められるか� 

3. 適用数が鵠窓外に僅少であったり、想定外に特定の者に偏ってい

ないか。� 

4. 政策評価法に基づく所管官庁の事後評価等において、税収減を是

認するような有識性〈費用対効祭〉が客観的に確認されているか。� 

O 補助金等般の政策手段と比して� f相当性Jが認められるか� 

5. 悶様の政策閥的!こ係る他の支機播撃や義務付け喜多がある場合!こ、

譲切かつ鵠確に役若手i分担がなされているか。� 

6. 適用実態などからみて、その政策問的を達成するための政策手段

として的確であり、かつ、課税の公平原良IJに照らし、闇民の納得で

きる必要最小限の特例措置となっているか。� 

※ 	 上記の� f合理性j、「宥語性j、f相滋性j の挨設に当たっては、存議

期間が比較的盛期にわたっている横議(10年超)や鰻用者数が比較的

少ない措置� (2桁台以下)等については、特に厳絡に判断する。



同理担j
地方税における説魚謹軽減議霊堂等の克直し!こ霞する基本方針� 

1.見直しの対象 

( 1 )地万税における税負担軽減按毅等の晃蓋しは、地方税法に規 


定された錆援や特例等のうち、特定の政策語的により税銭擦の軽 


減等を行う機欝〈以下� F政策税鎖播畿j という。)fこ該幾ずるもの


を対象とする。
 

( 2 )政策税制措置に該当するもの(現時点で 286項目)の全てに

ついて、今後� 4年間で抜本的!こ見破す。各年の見直しの対象!求、

その年度末までに期限が到来する措程変i二、期躍の定めのない議援� 

表参照}1]等を随時加えたものとすることを義涼とする。{完

2. 莞蓋しの方針

(1)地方税における税負担軽減措置等の見直しについては、公平・

道明・納得の税制の構築と財調確保の諜舗を踏まえつつ、� f租税特

別措置の見直し!こ関する基本方針J fこ準じて行うこととする。� 

(2)塁走資産税、不動産取得税、� 13動家鰐係税等については、(1)

による莞直しは加え、以下のいずれかの饗件に該当する議識につ

いて特に薮格な兇寵しを行う。

①実施期間が長期にわたる措置� (10年組)


昏適用件数が少ない措董� (100件米満〉


争適用金譲が小さい措璽(1f意向未満〉
 

( 3 )特別の必獲により延長を認める場合でも、経過年数i二部じて

設階的・自動的に特例措置を縮減する仕組み{新サンセット方式)

の導入を検討する。

以上


